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2025年 6月 2日 

厚生労働大臣 

福岡資麿 殿 

一般社団法人 日本核医学会 

理事長 絹谷清剛 

核医学診療、特に核医学治療の国内整備に関わる要望書 

近年、国際的に核医学治療の新規開発・社会実装が急速に起こっており、我が国におい

ても同様です。一方で、用いられる放射性医薬品・核種は輸入に依存しているのが現状で

す。また、実施する医療環境・人材の整備が早急に求められるところです。我が国の医療

を国際的進捗と連動させ、国内患者が日本国内において遅滞なく核医学診療・治療を受け

る環境を整えるため、下記について要望申し上げます。 

記 

１． 医療用放射性核種の国内製造とその製造拠点整備を行うこと 

２． 核医学治療環境改善のための施策を整備すること 

３． 適正・安全な核医学治療実施のための人材育成を行うこと 

４． 医療放射性廃棄物の処理体系の整備を行うこと 



2 

 

要望内容に関わる説明 

 

１）  はじめに 

核医学治療とは、標的組織に存在する細胞に現れている分子に選択的に結合する物質に

放射線を出す放射性核種を結合させて、結合させた細胞を除去するものである。内用療法、

内照射療法、アイソトープ治療と表現されることもある。内用療法や内照射療法という言

葉は、核医学治療が放射性医薬品を患者体内に投与することにより行うことを表現したも

のである。近年治療実施件数が急速に増加しており、放射性医薬品の世界市場はデータに

より上下はあるものの、2024 年の 67 億ドルから、2033 年には 136 億ドルに拡大すると予

測がある。我が国でも、近年の治療実施数の増加が明らかである。 

近い将来承認されると考えられる治療や診断が、我が国を含め国際的に開発が進んでお

り、多くの新規診療が我が国に導入されるものと思われる。一方で、核医学治療の実施の

ためには、放射性医薬品の取り扱いに関わる規則が定められており、実施する医療機関は

そのための施設などを整備する必要がある事に加え、適切に取り扱う人材育成が必須であ

り、承認された新しい治療を全ての病院ですぐにでも実施するということが難しい面が有

り、将来のための法的な整備が必要である。 

これらの背景以上に考慮すべき問題点は、現在保険診療に用いられている核医学治療製

剤・核種が、すべて海外からの輸入に依存していることにある。治療のみならず、核医学

の一般診断に頻用される診断用核種のテクネチウム 99m（99mTc）の原料であるモリブデン 99

（99Ｍｏ）も全量を海外から輸入しているのが現状である。過去に、海外製造拠点でのトラ

ブル、航空路トラブル等々、多岐にわたる理由で製剤・核種輸入が停止したため、全国で

核医学診断・治療実施が不可能となったことが多々経験されている。このことは、現在の

体制が、国民の健康増進に対して危機的な状況であることを示している。このような種々

の理由から、これらの海外依存の是正に関し、国会、原子力委員会等々の政府機関で種々

議論が始まっているところである。 

本稿では、現状を総括し、将来の施策立案への参考としていただくことを目的としてと

りまとめ、上程するものである。 

 

２）  核医学治療に関する現状 

・ 核医学治療のしくみ 

現在臨床で一般的に治療に応用されているのはベータ線とアルファ線という放射線であ

る。ベータ線は我々の体の中では数ミリメートル、アルファ線は数十マイクロメートル（ミ
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クロン）の距離しか飛ばないので、これらの放射線が患者の体外に届くことはない。細胞

サイズを合わせ考えると、照射範囲は相当数の細胞におよぶはずである。したがって、腫

瘍の中の全てのがん細胞に治療薬を届けることができないとしても、治療薬が届いたがん

細胞から放射線の飛ぶ範囲内のがん細胞は同様に照射される。つまりは、非放射性医薬品

より治療効率がよいと想像される。 

一方で、患者に投与された薬の多くは、尿、便、汗、唾液などを経由して体の外に排泄

される。また、ベータ線やアルファ線の他に、ガンマ線など他の種類の放射線がでる核種

がある。ガンマ線を利用して患者の体中における治療薬の広がりを画像（シンチグラム、

シンチグラフィ。あるいはポジトロン核種による PET画像）として得ることができる。し

かし、画像化できる利点がある一方で、周囲におられる家族や公衆に無用な被曝を与える

デメリットが存在する。したがって、薬そのものが体外へ排泄されることに加え、患者の

体そのものが放射線源となるため、しっかりとした管理が必要である。簡略化して説明す

ると、治療薬の投与後数日間は、家庭内、公衆の両面で配慮することが求められる。これ

が、核医学診療の難しさのひとつである。 

 

・ 核医学治療の利点 

核医学治療の利点として、診断用核種で標識した診断薬で治療前に撮像することによっ

て、個々の患者で治療薬を適切に病巣集積可能か否か、画像によって事前に判断可能であ

る点があげられる。腫瘍への集積量を定量的に評価することで、治療薬の投与前に腫瘍線

量を事前に評価し、適応となる患者を選択し、効果予測をするなど治療を最適化すること

が可能である。また、治療後には同じ診断薬で撮像することにより治療効果判定が可能で

ある。腫瘍集積が十分ではない、あるいは集積がないと判断されれば、無用な治療を回避

可能である。これは、治療適応の決定に直結する。さらには、放射線量が多くなると弊害

が生じ得るリスク臓器（たとえば腎臓、骨髄）の線量を画像診断の段階で確認することで、

有害事象予測により副作用を回避することも可能である。これらのことから、核医学治療

の奏効率は、ほかの治療よりも高いことが推測され、副作用も許容範囲に収めることも可

能になると期待できる。昨今は、このように診断用核種を治療用核種に置き換えることに

より、診断（diagnostics）と治療(therapeutics)をうまく連結させて実施可能であること
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が、利点としてあげられており、この観点から、これらの 2語を融合した theranostics（セ

ラノスティクス）という用語が頻用されるようになっている（図１）。この用語は 1990年

代に米国の核医学関連研究者達によって造られたものであるが、現在は放射性医薬品以外

の分野にも広がりつつあり、一般名詞化する傾向にある。 

 

・ 核医学治療の効果 

放射性ヨウ素 131Iによる治療は、臨床応用されてから、すでに 80数年が経過した。甲状

腺分化がんはヨウ素集積能力を保有していることが多く、この性質を利用して放射性ヨウ

素で治療が可能である。一般に、がんが他臓器に遠隔転移した場合、その患者に寛解（治

癒）を期待することは困難であるが、甲状腺がん肺転移は、核医学治療で治癒し得るもの

である（図 2）。 

ここ数年の間に多くの新しい治療薬が承認されている。褐色細胞腫・傍神経芽腫は、国

内には約 3000名の患者さんがおられ、そのうち約 300名が悪性と分類されている。131I-MIBG

はこれらに集積し、治療効果が期待できる１） (図 3)。全国の 4大学病院で、自費診療、先

進医療・医師主導治験で長年実施した後、国内開発に手を挙げていただいた企業にバトン

タッチして、企業治験を経て 2021年に承認された。 

小児の神経芽腫に関する国内の診療ガイドラインには、再発リスクの高い患者で

131I-MIBG治療の記載がある。褐色細胞腫の場合と同様に、自費治療、先進医療 B、医師主導

治験と種々の方策で、金沢大学で長年実施してきた。開始当初は低投与量の治療を実施し

ており、治療効果はそれなりにあったが、十分な効果を得ていたとは言いがたかった。そ

のような中で、初期治療で患児が寛解に至ったタイミングで 131I-MIBG大量投与による治療

と、その後に大量化学療法、骨髄（幹細胞）移植による治療を組み合わせる方法に方向転

換した。その結果、既存の治療手法による 5年生存率が約 20-30％である対象患児たちの

67%に寛解を得ることができている。現在、厚生労働省と今後に関わる議論をさせていただ

いているところである 2，3） 

神経内分泌腫瘍に対する 177Lu-DOTATATE（図 4）も 2021年に承認された。この製剤の国内

企業第 1相治験が開始される 2017年には、国際第 3相の大規模治験で本治療の有効性が示

されていた。このタイミングで厚生労働省の新規製剤承認に関わる担当課に、患者会の方々
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（がんサポートコミュニティ事務局長 大井研一氏、パンキャンジャパン理事長 眞島喜

幸氏）とともに訪れたところ、課長・副課長にどのように進めれば良いかということを真

剣に議論していただいた。この背景にも、ここで記載できないものの、多くの方々が尽力

していただいていた。このような活動が、早期の承認に結びついたものと考える。 

 

・ 新しい展開 

現在、世界的に広がりつつある治療として 177Lu-PSMAによる前立腺癌治療がある 4）。この

治療は、世界各国ですでに承認されており、日本でも本年（2025年）に承認される見込み

である。この治療薬とセラノスティクスの観点でペアとなるのは、PSMA PET 検査である。

この検査は、診療のすべてのタイミングで有用性が高く、たとえば、初期治療で寛解導入

された後の経過観察において、CT/MRI等の既存の検査よりも検出感度・特異度共に優れて

いることが示されている。つまり、前立腺癌の腫瘍マーカーである PSAの上昇で再発が疑

われる患者で、PSMA PETでのみ検出できる事例が多々報告されており 5）、欧米のガイドラ

インでは PSA再発例における画像診断として PSMA PETが推奨されるに至っている。我が国

では、当面は上記の治療と合わせた利用での承認の見込みであり、この PET による純粋な

診断目的での利用の目途はまだ立っていないものの、将来はこの方向に進むのは間違いな

い。 

ここまで話題にしてきた治療は、ベータ線によるものである。一方で、より大きい治療

効果が期待されるアルファ線による治療が長年模索されてきた。223Raが去勢抵抗性前立腺

がん骨転移に対して 10年前に我が国でも承認された。ベータ線もアルファ線も原子核から

放出される放射線であるが、ヘリウムの原子核であるアルファ線は、相対的に小さな電子

であるベータ線と比較して巨大なサイズであるため、癌細胞の DNAに命中すれば二重鎖切

断を効果的に惹起し、その癌細胞は死滅する。国際的には、前述の前立腺癌に対しては

225Ac-PSMA6）、神経内分泌腫瘍に対しては 225Ac-DOTATATEなど、新規のα線核医学治療が開発

されており、ベータ線核種による治療が無効であった患者で寛解が得られた例などが複数

の施設から著効例が報告されている（図 5）。国内においては、211At-NaAtによる甲状腺癌治

療や 211At-PSMA-5治療（いずれも大阪大学）、211At-MABGによる褐色細胞腫治療（福島県立

医科大学）が医師主導治験として進行中であり、さらに新たな治療の開発も進んでいる。
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さらに、非常に多くの種類の新規アルファ線製剤の開発が世界的に進行しており、我が国

でもアルファ線治療の新規国内治験を複数の企業が構想しているタイミングにある。これ

らの事実は、国内外で開発されたアルファ線治療を適正に実施するための整備が不可欠で

あることを提示している。アルファ線の高い治療効果は、照射を受けた細胞が非常に短時

間で致死に至り、がん細胞由来の種々の物質が大量に、短時間に血中に放出されことによ

り、がん免疫が強く誘導されると理解されている。これはアブスコパル効果と呼称される 7

）。昨今、この考えが正しいことを示す報告が多々出ており、核医学治療や外照射放射線治

療と免疫治療の併用の試みが世界的に広がっている。 

 

３） 我が国の問題点・改善すべき点 ― 放射性核種国内製造等に係わる国内議論 

 世界に目を転じると、企業・アカデミアの努力のみで医療用放射性核種製造の議論を行

っているのではないことに気付く。ヨーロッパでは European Commission、米国では

Department of Energy、オーストラリアでは Australia's Nuclear Science and Technology 

Organisation が長年にわたって医療用放射性核種生成の必要性を医師・研究者と議論を進

めている。カナダも国として医療用核種研究・開発を開始している。アジアを含めた国々

にも同様の動きがあることを聞き及んでいる。この背景には、核種製造には、原子炉・加

速器などの大型装置が必須であり、アカデミアや企業のみの自助努力で運営することは著

しく困難である事実が存在する。 

序論で記載したとおり、我が国では、保険診療で核医学治療に用いられている治療用核

種はほとんどが輸入に依存している。211Atは国内の大型の加速器で製造されているが、現

状では全国で治療量を生産可能な施設は 4カ所しかなく、核種の物理的半減期（放射性核

種は放射能を出して減衰するが、量が半分になるまでの時間をさす）が短い（7.2時間）た

め、全国の患者に適切に治療を提供するためにはさらなる加速器拠点の整備が必要である。 

過去に製剤輸入が、諸々の理由で一時的に停止となり、患者の皆さんにご迷惑をかけて

きた。患者にとっては予定されていた治療の遅れは、非常に由々しきことである。ある製

剤供給トラブルに際し、当該患者から “先生方は患者の命というものをどのように考えて

おられるのか”という辛辣な問いかけをされたことがある。この事実は、放射性核種から

放射性医薬品製造までを国内で実行し、製剤供給の安定化を得ることが不可欠であるとい

うことを示している。 
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 長年、関連学会の方々のみならず、患者会の皆さんなどと共に、これらのことを行政の

方々にアピールしてきた。さらには、この分野の国内推進の必要性を理解していただいて

いる議員の方々にもご尽力いただき、国会で関連省庁の大臣に国内開発を呼びかけていた

だいている。故安倍晋三元内閣総理大臣は、国会での質疑に際して議員から問いかけられ

たこの問題点に対して、“放射性同位元素による内用療法を含む放射線療法の更なる充実に

ついては、「がん対策推進基本計画」（平成二十四年六月八日閣議決定）においても重点的

に取り組むべき課題としており、政府としては、引き続き研究開発の推進等の取組を進め

てまいりたい。”と発言された７）。2021年の参議院決算委員会においては、秋野公造、三浦

信祐両議員が、我が国の核医学治療の現状や開発に関して問い掛けられ、文部科学大臣、

厚生労働大臣、経済産業大臣、内閣特命担当大臣、各局長から、国内整備を進める旨の肯

定的回答が行われた。これらの活動が実り、2022年には内閣府 原子力委員会から“医療

用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン”が発出された 9）。この中には、

この記事で言及した 211At、225Ac、99Moなどの医療用放射性核種の国内開発を進めることが述

べられており、以後経年、プランのフォローアップが原子力委員会で実施されているとこ

ろである 10)。2024年の決算委員会でも、秋野、三浦両議員が、この面における国の推進状

態に関し、質疑を求めたところである 11)。また、重要ラジオアイソトープ製造・供給調整

機能検討会 12)、医療用 Ac225の国内製造に関する報告会 13)、アクチニウム-225に関する勉

強会 14)、原子力システム研究開発事業 15)、などにおける議論が継続して実施されている。

以下に、議論されている事柄を簡単に記載する。 

 

４）議論に関連した国内現状と方向 

茨城県東茨城郡大洗町で日本原子力研究開発機構（JAEA）が保有する高速増殖炉の常陽

は現在稼働停止中であるが、茨城県と大洗町が再稼働を認め、現在準備中であり、がん治

療に用いられる医療用放射性核種製造がプラットフォームの中に記載されている 16)。この

活動において、製造核種として 225Acが構想されている。本年度のフォローアップでは、2026

年度までに常陽で製造実証を行う計画とされている。本核種製造に必要である 226Raについ

ても確保方策が検討されている。また、211Atについても、2028年度を目途に医薬品として

の有用性を示すとのことである。重要な点は、この方策が確実に実を結ぶように、早期運
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転再開と 225Ac製造実証を着実に行うとともに、安定運転継続に向けて国は予算確保、規制

対応も含めて最大限支援を行うべきかと感じる。製薬には連続供給が不可欠であることを

鑑み、新たな高速中性子照射炉を建設し、常陽と 2基体制とすることも求められる。また、

225Acの原料となる 226Raの確保が必須であることも銘記すべきである。診断用核種である

99Mo/99mTcについても 2025年度までに製剤生産を行う製薬企業に対して、研究用原子炉の

JRR-3で製造し供給を開始し、国内需要の 2～3割の製造が目標として掲げられている。 

大阪大学核物理研究センターでは、211Atの加速器による大量生産を目指し、経済産業省

の支援を受けて TATサイクロトロン棟を建設した 17)。この施設では、アルファ線核医学治

療の社会実装加速のために、住友重機械工業（株）、東芝エネ ルギーシステムズ（株）、ア

ルファフュージョン（株）と協力し、211Atの製造から抽出、精製、合成 に至るまでの共同

研究が行われるとのことであり、これまでに実施している甲状腺癌、前立腺癌の治療以外

にも展開する計画である。 

福島県立医科大学では、自施設保有のサイクロトロンを活用し、211At-MABGによる治療を

実施しており、近く、211At-PSMAによる前立腺癌治療開始を計画している 18）。 

 量子科学技術研究開発機構(QST)は、放射性核種製造技術、放射性医薬品開発の拠点の一

つであり、その保有知識・技術には高いものがある。QSTからは研究者がスピンアウトして

代表取締役社長に就任した吉井幸恵氏が率いるリンクメッド社が設立され、国産放射性医

薬品の製造販売を企図し、企業臨床治験を進めている。同社は、国立研究開発法人 科学技

術振興機構 (JST)、 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発 機構 (NEDO) 主

催の「大学発ベンチャー表彰 2024 ～ Award for Academic Startups～」において 「大学

発ベンチャー表彰特別賞」を受賞された。 

 国立がん研究センター東病院では、先端医療開発センター機能診断開発分野長の稲木杏

吏氏が核医学治療臨床試験を実施しており、今後、想定されているアルファ線核種による

企業治験が展開されるであろう。 

 関連企業の活動は現在著しく活発化しており、数年来、海外メガファーマが開発ベンチ

ャー企業を巨額で買収し、開発のスピードアップを図っている 22-26)。また、このような企

業が国内に放射性医薬品製造工場を建設し、国内での大量生産を行うことを公表している

27)。このような世界的動きと連動して、国内での新規核医学治療製剤の企業治験が進行して
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いる事に加え、水面下で多岐にわたる治験の計画が行われている。 

以上、核医学治療に関連する国内外の活動のごく一部を簡潔に記載した。国際的な動き

と比較すると、我が国も前節で記載したごとく国家として活性化を始めていることは事実

ではあるが、推進力の増強が必要であると強く感じられる。重要なことは、これらの活動

が産官学金で一体化して先に進むことであろう。 

2023年 4月 1日に福島復興再生特別措置法に基づき設立された福島国際研究教育機構（

Fukushima Institute for Research, Education and Innovation 略称:「F-REI: エフレイ

」）は、福島をはじめ東北の復興を実現するための夢や希望となるものとするとともに、我

が国の科学技術力・産業競争力の強化を牽引し、経済成長や国民生活の向上に貢献する、

世界に冠たる「創造的復興の中核拠点」を目指すものである（ホームページ記載拝借）28）。

設置 5分野のうち、第 4分野として“放射線科学・創薬医療、放射線の産業利用”を命題

として設置されており、現在日本核医学会理事長を務める絹谷清剛（金沢大学副学長）が

この分野の副分野長として関与している。この分野には、上記の大阪大学、福島県立医科

大学、理化学研究所、QSTに加え、東京大学、東北大学などのアカデミアや、株式会社千代

田テクノルなどの企業も参与しており、今後社会導出する新規治療の開発を行うべく活動

を強化している。また、核医学診療に用いる放射性核種の利用連携を企図した“短寿命 RI

供給プラットフォーム”が研究で横連携している。これらの活動の重要性は疑いの余地の

ないことであるが、基本的に前臨床までの研究活動であるため、今後、臨床試験を実施す

る出口部分の整備をしっかりと視野に入れることが不可欠である。 

 

５）診療環境整備に関して 

・ 核医学治療環境整備 

核医学診療の実施に際しては、放射能・放射線の安全管理に十分配慮することが法制度

上求められている。直近で、厚生労働科学研究費補助金がん対策推進総合研究事業「放射

線療法の提供体制構築に資する研究」（研究代表者：大西 洋）における「核医学治療核種

の使用能力に関する検討―Lu-177, Ra-223及び 1-131が利用される核医学治療の投与患者

数と医療機関における核種使用能力から導き出した治療環境の評価」の活動成果が直近で

報告されたところである(参考資料として末尾に添付)29)。診療用放射性同位元素の使用にあ
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たっては、医療機関の属する都道府県知事に提出する備付届けに記載された使用予定核種

及び数量、法令で定められている排気・排水・空気中に含まれる放射性同位元素の平均濃

度限度に沿って運用することが必須である。この観点で、現在実施されている 131I、223Ra、

177Luによる核医学治療と今後承認されてくる 177Lu、225Acの新規治療について、使用能力が

十分であるか検討が行われた。その結果は以下の通りである。 

現状で保険診療が実施されている 177Luについては、患者数が多くない疾患のため、ある

程度対応可能な使用能力を保有しているものの、将来承認されてくる対象患者数の多い前

立腺癌に対する治療をあわせ勘案すると、使用能力は不十分であることが判明した。たと

えば、今年承認見込みである新規製剤を含めた治療総数は年間 16,600 人と推定されるが、

データから類推される投与可能人数は 1,000人弱（約 6％）である。223Raの投与可能割合は

、年間対象患者数 12,152人に対し約 68%である。131Iの治療対象人数約 20,000 人に対し、

治療可能数は約 11,000人で約 68%である（投与総量での勘案では使用能力は概ね充足して

いるものの、放射線治療病室の不足により十分な治療を提供できない状況）。これらの結果

から、131Iや 223Raの現状使用量は完全ではないもののこれを維持しつつ、その上で、177Lu

の使用能力の増量に向けた対応が早急に求められる。 

225Acについては、その空気中濃度限度が 3x10-6 Bq/cm3と非常に低いことから（177Luでは

2x10-2 Bq/cm3）、使用数量の追加は難しい状況である。 

以上のことから、医療施設が保有する現状の設備では、新規治療、特に 225Acによる治療

導入が困難であることが読み取れる。また、核医学治療の全国の均てん化に関しては、均

てん化に貢献する地方で核医学治療の中核を担う施設の負担増が懸念された。これらの結

果は、施設の使用能力の改善策を早急に講じる必要性を意味するものである。 

 

・ 核医学治療を実施する人材の育成 

さて、上記のような事柄が整理されたとして、それのみでは診療実施は不可能である。

つまり、放射線治療に精通し、放射線管理能力を有する医療人材が必須である。ここには、

医師、看護師、診療放射線技師、薬剤師、医学物理士など多岐にわたる人材がチームを作

り診療を実施することが求められる。このような職種の教育は、各施設・病院で個別に実

施されているのが現状である。一方で、QST、JAEA、日本アイソトープ協会などが人材育成
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に尽力いただいているが、全国のこの点における要望に十分対処できているとは言えない

のが現状である。近々承認見込みである新規核医学治療の実施に向けた準備において、診

療実施に係わる施設環境や人材不足などが明らかになってきた状況から判断すると、疑い

の余地はないところである。 

核医学治療は原則として放射線治療病室（外来投与可能な製剤を除く）で実施し、患者

に入院していただくものであるが、放射線治療病室の設置数が十分ではなく、直近の 2023

年の調査では全国で 160病床が存在するのみであり、病床数不足は明らかである。そのた

め、2021年に承認され保険診療が開始された新規治療導入に際しては、一般病室を治療病

室に転用する特別措置病室の制度が開始された。これは、放射線管理のために一般病室に

養生などをおこない、一時的に治療病室として転用するものである。日頃核医学治療を実

践している従事者にとって、特別措置病室の準備になんら戸惑うことはないのであるが、

新たに治療を開始する施設の従事者にとっては、非常に難しく、容易に理解できないよう

である。そのため、日本核医学会として、すでに治療を実施している施設で研修を受ける

ことができるように、仕組みを準備し始めたところである 30)。このような教育は、1-2時間

で実施できるものではなく、複数日にわたって実施することも経験される。研修を受ける

双方がボランティア的に実施しているのであるが、法の定めるところに従って診療を実施

するためのこのような努力に対して、保険診療上の手当が必要であると感じる。 

さて、核医学治療は放射線治療の一種であり、個々の患者で実施する際には病巣や正常

臓器の放射線量推定・測定を実行しながら行うべきである。外部照射による放射線治療で

は全ての患者で実施されていることであるが、核医学治療でこれを実践している施設はご

く少数である。外部照射の領域では、医学物理士の資格を有する人材が加わりつつあるが、

核医学治療の領域で医学物理士が関与している事例は非常に稀である。世界に目を転じる

と、我が国の核医学治療の実施環境は、この点において著しく遅れているといっても過言

ではない。医学物理士の診療関与に対しても、診療報酬上の考慮があってしかるべきであ

ろう。 

 

・ 医療放射性廃棄物の取り扱いについて 

非密封放射性核種を用いる核医学診療では、診療で発生した廃棄物に多かれ少なかれ放
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射能汚染を生じる可能性があるため、病院管理区域内の廃棄保管室で保管し、最終的には

廃棄物の集荷事業体である日本アイソトープ協会により処理される。従来は、この方策で

十分対応可能であったが、近年導入が開始されつつあるα線核種標識製剤に混入する微量

の他のα線放出核種の問題など廃棄物処理の妨げになっている問題がある。新規製剤が RI

法や医療法の範囲内で管理できるような規制の合理化が求められる。今後、アルファ線核

種を利用した核医学治療の種類が増加するであろう事は明らかである。現状の法体系のま

までは、長期的には処理体系に行き詰まりを生じてしまうであろう。早いタイミングで対

応が必要である。 

 

４） まとめ 

 現状の運営体制などの元では、施設キャパシティの面において、今後国内導入が想定さ

れる新規核医学治療を全国に均てん化を図りつつ、適切なタイミングで導入することが困

難であることが推定されるため、実施施設に係わる制度などへの対策が求められる。また、

実施医療人材の教育の面においても、現場の自助努力に加え、国としての支援が必要であ

ると考えられる。 

国内における核医学治療開発、環境整備は数年で決着がつくものではなく、アクション

プランの中では 10年の間に実現すべき目標と設定されている。このような活動は継続して

行われており、種々の事柄が進捗しつつあり、諸外国と同じく我が国でも国策として活動

をしていただいているわけである。これを真に実現するためには、関係者が活動を続ける

ことが必要である。関係者とは、政策立案に係わる方々、医師、患者の皆さんのみならず、

診療放射線技師、研究者、企業人、一般の方々など、すべての方々を含む。改善こそが、

全ての方々の健康に直結していることを理解していただきたいと思う。 
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